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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 平成18年９月中間期における中間純損失は、不動産の保有目的変更により減損損失1,054,369千円を計上し

たことによります。   

４ 平成18年９月中間期における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、中間純損失を計上したため

記載しておりません。 

    

第一部 【企業情報】

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 19,710,222 22,083,634 20,391,203 41,439,479 44,169,217

経常利益 (千円) 623,997 960,844 777,084 1,567,716 1,778,728

中間(当期)純利益又は
中間純損失（△）

(千円) 259,839 △39,663 439,784 733,753 1,169,597

純資産額 (千円) 13,101,437 13,321,525 14,618,724 13,609,834 14,448,677

総資産額 (千円) 23,851,903 25,305,247 24,201,147 25,416,537 26,409,958

１株当たり純資産額 (円) 917.13 922.86 1,000.11 943.49 996.11

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間純損失
（△）

(円) 18.27 △2.75 30.18 49.92 80.99

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 18.04 ― 30.09 49.48 80.57

自己資本比率 (％) 54.9 52.6 60.4 53.5 54.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △135,317 637,627 141,986 164,035 954,801

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △981,763 30,172 △620,633 △1,011,079 1,123,754

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 527,968 △378,371 △535,066 428,450 △1,231,812

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 3,240,882 3,713,074 3,266,439 3,423,350 4,277,489

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数)

(名)
387
(139)

379
(150)

368
(168)

381
(140)

373
(149)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 平成18年９月中間期における中間純損失は(１)連結経営指標等と同様の理由によります。 

５ 平成18年３月期の１株当たり配当額20円（１株当たりの中間配当額５円）には、平成18年３月31日現在の株

主数が2,000名を超え、今後とも引き続きご支援いただくための記念配当２円を含んでおります。 

  

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 19,701,592 22,024,878 20,318,151 41,398,945 44,017,357

経常利益 (千円) 636,404 960,200 778,792 1,629,799 1,776,292

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△）

(千円) 272,262 △36,787 384,989 795,875 1,173,033

資本金 (千円) 1,819,230 1,819,230 1,819,230 1,819,230 1,819,230

発行済株式総数 (株) 15,152,600 15,152,600 15,152,600 15,152,600 15,152,600

純資産額 (千円) 13,069,431 13,328,041 14,559,233 13,613,842 14,449,154

総資産額 (千円) 23,818,362 25,286,728 24,126,734 25,415,265 26,377,844

１株当たり配当額 (円) 5.00 8.00 10.00 20.00 29.00

自己資本比率 (％) 54.9 52.7 60.3 53.6 54.8

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数)

(名)
381
(139)

368
(150)

352
(168)

372
(140)

359
(149)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当企業集団（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

商品分野等の名称 従業員数(名)

FA機器、情報・通信機器、電子・デバイス機器、電設
資材

277( 70)

管理部門 91( 98)

合計 368(168)

従業員数(名) 352(168)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高及びそれに伴う原材料価格の上昇、米国経済の減速

といった懸念要因はあったものの、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 しかしながら、当中間連結会計期間の当企業集団を取り巻く景況は、ＩＴ・デジタル家電等の生産・在

庫調整が顕在化し、弱含みで推移いたしました。 

 特に当企業集団の主力顧客であります電気機器・電子部品・産業機械業界の景況も半導体製造装置・液

晶製造装置関連産業を中心に設備投資の延期や生産の減少により低調な推移となりました。 

 また、建設業界におきましては、リニューアルや新築・増築等の受注獲得に努めてまいりましたが、厳

しい販売環境で推移いたしました。 

 こうした環境のもと当企業集団は、顧客のニーズにより直結した営業活動と品質の更なる向上をはじめ

とした業務改善の推進や教育投資の強化を進め、売上高と利益率の向上並びにローコストオペレーション

の実施による損益分岐点の引き下げに努めてまいりましたが、当中間連結会計期間の売上高は２０３億９

１百万円（前年同期比7.7％減）となりました。営業利益は、売上総利益率の向上や販売費及び一般管理

費の圧縮等に努めましたが売上高の減少分をカバーできず、６億８０百万円（前年同期比20.0%減）とな

りました。経常利益は、７億７７百万円（前年同期比19.1%減）となりました。中間純利益は、４億３９

百万円（前年同期は中間純損失３９百万円）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間における法人税等の納税額は、９億５百万円となりました。中間連結キャッ

シュ・フロー計算書との差額１９百万円は、事業税の外形標準課税にかかる金額であります。 

 

 また、当企業集団の商品分野別の業績は次のとおりであります。 

①ＦＡ機器分野 

 電気機器・電子部品・産業機械業界への販売が低調に推移し、売上高は１０５億４４百万円（前年同期

比8.6％減）となりました。 

 商品別では、制御部品・センサー・制御盤・ＰＬＣ等が減少いたしました。 

②情報・通信機器分野 

 法人向け、コンシューマー向けとも低調に推移し、売上高は２４億５０百万円（前年同期比8.4％減）

となりました。 

 商品別では、組込用ボードコンピュータ・パソコン本体・ケーブル等が減少いたしました。 

③電子・デバイス機器分野 

 ＦＡ機器分野同様、電気機器・電子部品・産業機械業界への販売が低調に推移し、売上高は１５億９４

百万円（前年同期比6.4％減）となりました。 

 商品別では、ノイズ対策商品・半導体等が減少いたしました。  

④電設資材分野 

 都心部での再開発やリニューアル需要、工場設備需要等への販売力強化に努めましたが低調に推移し、

売上高は５８億２百万円（前年同期比5.9％減）となりました。 

 商品別では、照明器具・電線・ケーブルアクセサリー・配線器具等が減少いたしました。  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下資金という)は３２億６６百万円

となり、前連結会計年度末より１０億１１百万円の減少となりました。  

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー  

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、１億４１百万円の増加となりまし

た。  

 これは主に、税金等調整前中間純利益の８億５百万円、売上債権の減少１３億１９百万円、たな卸資産

の減少１億３４百万円の増加要因に対し、仕入債務の減少１１億５１百万円、法人税等の支払額８億８６

百万円などの減少要因によるものであります。  

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー  

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、６億２０百万円の減少となりまし

た。  

 これは主に、千葉県松戸市の新物流センター用地取得等による支出１０億６百万円の減少要因に対し、

東京都世田谷区の物流センターの売却などによる収入２億９５百万円、敷金・保証金の返還による収入１

億１６百万円などの増加要因によるものであります。  

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー  

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、５億３５百万円の減少となりまし

た。  

 これは主に、短期借入金の返済８億円、長期借入金の返済７５百万円、配当金の支払３億４百万円の減

少要因に対し、短期借入金の増加６億円などの増加要因によるものであります。  

  

  

  

  

  

     

  

  

  

  

  

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

当中間連結会計期間における商品分野別の仕入実績及び販売実績は次のとおりであります。 

  

(1) 仕入実績 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

品目別
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(千円) 金額(千円)

FA機器 9,926,403 8,900,908

情報・通信機器 2,249,044 2,154,464

電子・デバイス機器 1,478,369 1,339,957

電設資材 4,942,253 4,663,929

合計 18,596,071 17,059,260

品目別
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(千円) 金額(千円)

FA機器 11,541,344 10,544,500

情報・通信機器 2,675,180 2,450,128

電子・デバイス機器 1,703,473 1,594,212

電設資材 6,163,636 5,802,361

合計 22,083,634 20,391,203



３ 【対処すべき課題】 

ＩＴ投資の実施を基盤に情報インフラ並びに物流機能の再構築の強化を行い、スピード化するビジネス

環境への対応力、即応力を強化するとともに、ＩＳＯのマネジメントサイクルを基盤として業務改善を図

りながら、品質と環境のマネジメントに注力し、ローコストオペレーションを推進・継続して収益の継続

的拡大による企業価値向上の実現と企業の社会的責任を果たすべく経営を行ってまいります。 

  さらに、様々なリスクによって生じる事業活動の中断に対する対策を策定し、事業の継続の効率的な確

保と健全な企業経営を行うため、事業継続マネジメント（ＢＣＭ：Business Continuity Management）の

構築を行ってまいります。 

  また、会社法に基づく経営体制の整備とコーポレート・ガバナンス、内部統制システムの一層の強化、

内部通報制度の充実を図ってまいります。 

  「個人情報保護法」への対応としては、社内情報管理体制の構築・強化をＩＳＯのマネジメントサイク

ルに取込んで推進しており、今後も社是「誠実」を根幹としたＣＳＲ（企業の社会的責任）体制の整備と

強化を推し進めてまいります。 

  なお、「スズデンＣＳＲ要綱」を派遣社員・パート社員等を含む全社員に配布し、啓蒙に努めておりま

す。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間における当企業集団の設備投資総額は1,423百万円であります。 

  これは主に、新物流センターの建設用地として千葉県松戸市の土地を取得したものであります。 

 
  

  また、物流センター集約のため、下記の固定資産を売却いたしました。 

 
  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

   当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりでありま 

 す。 

 
  

 当社は、現在５ヶ所に物流センターが分散しておりますが、これらを統合することによる合理化 

 と生産性の向上を図るため、新物流センターを建設いたします。 

  上記既支払額は、上記の当中間連結会計期間に先行して取得した土地の購入価額であります。 

  また、新物流センターの稼働までの対策といたしまして、東京都江戸川区に倉庫を賃借し、平成 

 19年５月１日に新たに葛西センターとして稼働させております。なお、新物流センターの稼働は平 

 成21年４月の予定であります。 

  

  

  

  

  

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）

土地

（面積㎡）

提出会社
(仮称)松戸物流センター

物流センター建設用地
1,413,743

(千葉県松戸市) (8,103.43)

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）

建物
土地

その他 合計
従業員数

（面積㎡） （名）

提出会社
オムロンセンター

物流センター 55,166
210,549

4,855 270,571
3

(東京都世田谷区） (935.69) (9)

 会社名    
事業所名

所在地 設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定日

総額 既支払額
着手 完了

(百万円) (百万円)

提出会社
千葉県松戸市 物流センター 3,500 1,413 銀行借入等 平成20年3月 平成21年3月(仮称)松戸物流

センター



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）当社株式は、平成19年６月１日より東京証券取引所市場第一部銘柄に指定されました。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 47,590,000

計 47,590,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,152,600 15,152,600
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 15,152,600 15,152,600 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  

  



(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 当社は自己株式535千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.5％）を保有しておりますが、 

      上記の大株主から除いております。 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 15,152,600 ― 1,819,230 ― 1,527,493

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

鈴 木 敏 雄 東京都新宿区 2,013 13.3

ベル株式会社 東京都文京区湯島２丁目２―２ 1,470 9.7

オムロン株式会社
京都府京都市下京区塩小路通堀川東入南不動
堂町801

1,329 8.8

岡 野 妙 子 埼玉県朝霞市 754 5.0

鈴 木 達 夫 神奈川県川崎市高津区 742 4.9

鈴 木 た か 東京都千代田区 706 4.7

株式会社サンセイテクノス 大阪府大阪市淀川区西三国１丁目１－１号 250 1.6

梶 山 勝 嗣 千葉県茂原市 245 1.6

スズデン社員持株会 東京都文京区湯島２丁目２－２ 243 1.6

岡 野 淳 志 東京都足立区 182 1.2

計 ― 7,938 52.4



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,100株(議決権51個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社名義の自己株式が40株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

535,500
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,615,800
146,158 同上

単元未満株式  
普通株式 1,300 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 15,152,600 ― ―

総株主の議決権 ― 146,158 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
スズデン株式会社

東京都文京区湯島 
２丁目２－２

535,500 ― 535,500 3.5

計 ― 535,500 ― 535,500 3.5



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
（注）平成19年５月31日以前は、東京証券取引所市場第二部におけるもので、平成19年６月１日以降は、東

京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

 役職の異動 

 
  

  

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 840 882 919 1,010 932 914

最低(円) 803 795 821 903 883 880

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役副社長 上席執行役員副社
長 
（東京第１営業部、東京第２営
業部、カスタマー営業部、東関
東営業部、中部営業部、オムロ
ン中部営業部、特販営業部、オ
ムロン営業部、システムソリュ
ーション技術部担当）

取締役副社長 上席執行役員副社
長 
（東京第１営業部、東京第２営
業部、カスタマー営業部、中部
営業部、オムロン中部営業部、
特販営業部、オムロン営業部、
システムソリューション技術部
担当兼東関東営業部長）

臼田 憲司 平成19年９月１日

取締役 上席執行役員 
（経理部、総務部、情報企画
部、品質環境部、内部監査室、
コンプライアンス担当兼売掛管
理部長）

取締役 上席執行役員
（経理部、総務部、情報企画
部、品質環境部、内部監査室、
コンプライアンス担当） 
 

鈴木  茂 平成19年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査

を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,713,074 3,266,439 4,277,489

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 12,918,960 12,016,765 13,334,848

 ３ たな卸資産 1,278,368 1,260,651 1,394,832

 ４ 繰延税金資産 155,183 124,270 188,339

 ５ その他 392,290 180,272 634,779

 ６ 貸倒引当金 △7,729 △3,594 △2,658

   流動資産合計 18,450,147 72.9 16,844,805 69.6 19,827,631 75.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 884,644 698,107 771,111

  (2) 土地 4,182,958 5,229,318 4,026,124

  (3) その他 33,172 30,385 39,601

   有形固定資産合計 5,100,775 20.2 5,957,811 24.6 4,836,837 18.3

 ２ 無形固定資産 156,941 0.6 181,815 0.8 185,794 0.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 384,485 369,794 388,316

  (2) 繰延税金資産 855,431 573,559 792,096

  (3) その他 557,396 483,305 592,114

  (4) 貸倒引当金 △199,930 △209,944 △212,832

   投資その他の 
   資産合計

1,597,382 6.3 1,216,715 5.0 1,559,694 5.9

   固定資産合計 6,855,099 27.1 7,356,342 30.4 6,582,326 24.9

   資産合計 25,305,247 100.0 24,201,147 100.0 26,409,958 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※
２

6,788,238 5,901,889 7,051,985
４

 ２ 短期借入金 950,000 909,702 459,156

 ３ 1年内償還予定社債 100,000 ─ ─

 ４ 未払法人税等 331,059 80,612 904,451

 ５ 賞与引当金 204,365 175,976 191,364

 ６ 役員賞与引当金 ─ 30,000 75,000

 ７ その他 ※３ 599,666 377,827 439,248

   流動負債合計 8,973,329 35.5 7,476,008 30.9 9,121,205 34.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 1,837,500 937,500 1,662,500

 ２ 退職給付引当金 1,016,548 1,016,990 1,025,444

 ３ その他 156,343 151,924 152,130

   固定負債合計 3,010,391 11.9 2,106,414 8.7 2,840,075 10.8

   負債合計 11,983,721 47.4 9,582,423 39.6 11,961,280 45.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,819,230 7.2 1,819,230 7.5 1,819,230 6.9

 ２ 資本剰余金 1,535,354 6.1 1,532,607 6.4 1,534,317 5.8

 ３ 利益剰余金 10,152,272 40.1 11,381,270 47.0 11,246,051 42.6

 ４ 自己株式 △296,450 △1.2 △221,320 △0.9 △267,529 △1.0

   株主資本合計 13,210,406 52.2 14,511,787 60.0 14,332,068 54.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

114,528 0.4 98,572 0.4 113,416 0.4

 ２ 為替換算調整勘定 △3,409 △0.0 8,364 0.0 3,192 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

111,119 0.4 106,936 0.4 116,608 0.4

   純資産合計 13,321,525 52.6 14,618,724 60.4 14,448,677 54.7

   負債純資産合計 25,305,247 100.0 24,201,147 100.0 26,409,958 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 22,083,634 100.0 20,391,203 100.0 44,169,217 100.0

Ⅱ 売上原価 18,641,985 84.4 17,193,053 84.3 37,250,998 84.3

   売上総利益 3,441,649 15.6 3,198,149 15.7 6,918,218 15.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運賃 262,552 236,930 515,656

 ２ 給与手当 1,146,515 1,135,198 2,525,877

 ３ 法定福利費 138,302 143,135 271,222

 ４ 退職給付費用 57,641 56,088 114,674

 ５ 賃借料 151,735 169,734 307,438

 ６ 減価償却費 37,543 34,825 76,808

 ７ 貸倒引当金繰入額 2,042 ─ 12,019

 ８ 賞与引当金繰入額 204,365 175,976 191,364

 ９ 役員賞与引当金繰入額 ─ 30,000 75,000

 10 退職給付引当金繰入額 41,903 16,936 83,801

 11 その他 548,905 2,591,506 11.7 519,063 2,517,888 12.4 1,185,273 5,359,137 12.2

   営業利益 850,142 3.9 680,261 3.3 1,559,081 3.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,435 3,070 7,685

 ２ 受取配当金 2,711 3,402 5,625

 ３ 仕入割引 150,851 135,896 300,445

 ４ その他 6,068 162,066 0.7 7,997 150,366 0.7 10,128 323,884 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 14,035 13,494 26,837

 ２ 売上割引 13,986 15,674 33,264

 ３ 売上債権譲渡損 16,492 21,187 33,720

 ４ その他 6,851 51,365 0.2 3,187 53,543 0.2 10,416 104,238 0.2

   経常利益 960,844 4.4 777,084 3.8 1,778,728 4.0

Ⅵ 特別利益

  １ 固定資産売却益 ※１ 19,215 36,507 1,575,828

 ２ 投資有価証券売却益 142 4,269 5,052

 ３ 貸倒引当金戻入益 ― 19,357 0.1 1,952 42,730 0.2 ─ 1,580,880 3.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 6,703 1,990 21,936

 ２ 固定資産売却損 ※３ 37,259 11,288 194,829

 ３ 減損損失 ※４ 1,054,369 ─ 1,097,188

 ４ 投資有価証券売却損 ― 972 1,721

 ５ 投資有価証券評価損 ― 1,098,331 5.0 345 14,597  0.1  307 1,315,983  3.0 

  税金等調整前中間(当期) 
 純利益

― ― 805,216 3.9 2,043,625 4.6

 税金等調整前中間純損失 118,129 △0.5 ─ ─ ─ ─

 法人税、住民税及び事業税 303,954 71,422 1,225,513

 法人税等調整額 △382,420 △78,466 △0.3 294,009 365,432 1.7 △351,485 874,028 2.0

   中間（当期）純利益 ― ― 439,784 2.2 1,169,597 2.6

   中間純損失 39,663 △0.2 ─ ― ─ ―



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,535,839 10,428,483 △309,612 13,473,940

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △216,048 △216,048

 役員賞与(注) △20,500 △20,500

 中間純損失 39,663 39,663

 自己株式の取得 △59 △59

 自己株式の処分 △484 13,220 12,736

 株主資本以外の項目の中間連結 

  会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
― △484 △276,211 13,161 △263,534

平成18年９月30日残高(千円) 1,819,230 1,535,354 10,152,272 △296,450 13,210,406

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 139,670 △3,775 135,894 13,609,834

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △216,048

 役員賞与(注) △20,500

 中間純損失 39,663

 自己株式の取得 △59

 自己株式の処分 12,736

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△25,142 366 △24,775 △24,775

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△25,142 366 △24,775 △288,309

平成18年９月30日残高(千円) 114,528 △3,409 111,119 13,321,525



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,534,317 11,246,051 △267,529 14,332,068

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △304,566 △304,566

 中間純利益 439,784 439,784

 自己株式の取得 △76 △76

 自己株式の処分 △1,709 46,285 44,576

 株主資本以外の項目の中間連結 

  会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
─ △1,709 135,218 46,209 179,718

平成19年９月30日残高(千円) 1,819,230 1,532,607 11,381,270 △221,320 14,511,787

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 113,416 3,192 116,608 14,448,677

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △304,566

 中間純利益 439,784

 自己株式の取得 △76

 自己株式の処分 44,576

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△14,844 5,172 △9,671 △9,671

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△14,844 5,172 △9,671 170,046

平成19年９月30日残高(千円) 98,572 8,364 106,936 14,618,724



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,535,839 10,428,483 △309,612 13,473,940

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △216,048 △216,048

 剰余金の配当 △115,480 △115,480

 役員賞与(注) △20,500 △20,500

 当期純利益 1,169,597 1,169,597

 自己株式の取得 △85 △85

 自己株式の処分 △1,521 42,168 40,646

 株主資本以外の項目の連結 

  会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 

(千円)
― △1,521 817,568 42,082 858,128

平成19年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,534,317 11,246,051 △267,529 14,332,068

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 139,670 △3,775 135,894 13,609,834

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △216,048

 剰余金の配当 △115,480

 役員賞与(注) △20,500

 当期純利益 1,169,597

 自己株式の取得 △85

 自己株式の処分 40,646

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△26,253 6,967 △19,285 △19,285

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△26,253 6,967 △19,285 838,842

平成19年３月31日残高(千円) 113,416 3,192 116,608 14,448,677



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 ― 805,216 2,043,625

 ２ 税金等調整前中間純損失 118,129 ─ ─

 ３ 減価償却費 37,543 34,825 76,808

 ４ 減損損失 1,054,369 ─ 1,097,188

 ５ 賞与引当金の増・減(△)額 3,954 △15,388 △9,047

 ６ 役員賞与引当金の増・減(△)額 ─ △45,000 75,000

 ７ 退職給付引当金の増・減(△)額 △23,728 △8,453 △14,832

 ８ 役員退職慰労引当金の増・減 
   (△)額

△135,430 ─ △135,430

 ９ 貸倒引当金の増・減(△)額 2,042 △1,952 9,874

 10 受取利息及び受取配当金 △5,146 △6,472 △13,310

 11 支払利息 14,035 13,494 26,837

 12 投資有価証券評価損 ― 345 307

 13 投資有価証券売却損・益（△） △142 △3,297 △3,330

 14 有形固定資産売却損・益（△） 18,043 △25,218 △1,380,999

 15 有形固定資産除却損 6,311 886 13,684

 16 売上債権の増(△)・減額 △297,026 1,319,769 △724,369

 17 たな卸資産の増(△)・減額 45,685 134,715 △70,224

 18 仕入債務の増・減(△)額 338,870 △1,151,622 601,955

 19 役員賞与の支払額 △20,500 ─ △20,500

 20 その他 82,423 △16,966 107,291

    小計 1,003,174 1,034,881 1,680,528

 21 利息及び配当金の受取額 5,549 6,305 13,090

 22 利息の支払額 △14,095 △13,170 △26,672

 23 法人税等の支払額 △357,001 △886,029 △712,144

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

637,627 141,986 954,801

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △152,362 △1,006,775 △446,960

 ２ 有形固定資産の売却による収入 220,829 295,790 1,670,624

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △17,287 △11,560 △52,147

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △16,693 △14,987 △32,598

 ５ 投資有価証券の売却による収入 399 10,212 13,486

 ６ 敷金、保証金の差入による支出 △19,356 △10,288 △44,778

 ７ 敷金、保証金の返還による収入 14,642 116,975 16,127

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

30,172 △620,633 1,123,754



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 ― 600,000 209,156

 ２ 短期借入金の返済による支出 △100,000 △800,000 △900,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △75,000 △75,000 △150,000

 ４ 社債の償還による支出 ─ ─ △100,000

 ５ 自己株式の売却による収入 12,736 44,576 40,646

 ６ 自己株式の取得による支出 △59 △76 △85

 ７ 配当金の支払額 △216,048 △304,566 △331,528

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△378,371 △535,066 △1,231,812

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 295 2,663 7,395

Ⅴ 現金及び現金同等物の増・減(△)額 289,723 △1,011,049 854,139

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,423,350 4,277,489 3,423,350

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

3,713,074 3,266,439 4,277,489



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関 
 する事項

連結子会社の数    4社
連結子会社の名称

同左 同左

SUZUDEN SINGAPORE PTE
LTD
SUZUDEN HONG KONG 
LIMITED
(鈴電香港有限公司)
斯咨電貿易（上海）
有限公司
(SUZUDEN TRADING(SHANG
HAI)CO.,LTD)
スズデンビジネスサポート㈱

２ 持分法の適用に関
する事項

 非連結子会社及び関連会
社がないため、持分法の適
用はありません。

同左 同左

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等に
関する事項

 連結子会社の中間決算日
は下記のとおりとなってお
ります。

同左 連結子会社の決算日は下
記のとおりとなっておりま
す。

SUZUDEN SINGAPORE PTE SUZUDEN SINGAPORE PTE
 LTD LTD
…6月30日 …12月31日
 SUZUDEN HONG KONG SUZUDEN HONG KONG
 LIMITED LIMITED
 (鈴電香港有限公司) (鈴電香港有限公司)
…6月30日 … 12月31日
斯咨電貿易（上海）有限公
司（SUZUDEN TRADING

斯咨電貿易（上海）有限公
司（SUZUDEN TRADING

 (SHANGHAI) CO., LTD） (SHANGHAI) CO., LTD）
…6月30日 …12月31日
スズデンビジネスサポート
㈱

スズデンビジネスサポート
㈱

…9月30日 …3月31日
 中間連結財務諸表作成に
あたっては、同中間決算日
現在の中間財務諸表を使用
し、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を
行っております。

連結財務諸表作成にあた
っては、同決算日現在の財
務諸表を使用し、連結決算
日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要
な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ①有価証券 
その他有価証券 
(ア)時価のあるもの 
…当中間連結会計期間
末日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額
は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価
は移動平均法により算
定)

①有価証券
その他有価証券 
(ア)時価のあるもの 
  同左

①有価証券 
その他有価証券 
(ア)時価のあるもの 
…当連結会計年度末日
の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全
部純資産直入法により
処理し、売却原価は移
動平均法により算定)



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (イ)時価のないもの
   …移動平均法による

原価法

 (イ)時価のないもの
 同左

 (イ)時価のないもの
 同左

 

 ②たな卸資産 
(ア)商品 
  在庫品 
  電線…移動平均

②たな卸資産
   同左

②たな卸資産 
  同左

       法による
              低価法
    その他…移動平均

法による原

価法

       なお、連結

              子会社

(SUZUDEN 

SINGAPORE 

PTE LTD)は先

入先出法によ

る低価法を採

用しておりま

す。

     引当品…個別法に

よる原価法

  (イ)貯蔵品…最終仕入

原価法

同左 同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法
  ①有形固定資産 
    …定率法 
       ただし、当社は平成

10年4月1日以降に取
得した建物（建物附
属設備を除く）につ
いては、定額法によ
っております。 

       なお、主な耐用年数
は、次のとおりであ
ります。 

       建物及び構築物
             10年～50年
       その他
       (工具器具備品)
             ５年～15年

 ①有形固定資産  
同左

       なお、主な耐用年数
は、次のとおりであ
ります。 

      建物及び構築物
            15年～50年
      その他
      (工具器具備品)
            ５年～15年

(会計方針の変更)
  当社及び国内連結子会社
は、法人税法の改正に伴
い、当中間連結会計期間よ
り、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産に
ついて、改正後の法人税法
に基づく減価償却の方法に
変更しております。 
  当該変更が損益に与える
影響は軽微であります。

 ①有形固定資産
同左

     
     
  
  
 

       なお、主な耐用年数
は、次のとおりであ
ります。 

      建物及び構築物
            15年～50年
      その他
      (工具器具備品)
            ５年～15年
 



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(追加情報)
 当社及び国内連結子会社
は、法人税法の改正に伴
い、平成19年３月31日以前
に取得した有形固定資産に
ついては、改正前の法人税
法に基づく減価償却の方法
の適用により取得価額の
５％に到達した連結会計年
度の翌連結会計年度より、
取得価額の５％相当額と備
忘価額との差額を５年間に
わたり均等償却し、減価償
却費に含めて計上しており
ます。  
 当該変更が損益に与える
影響は軽微であります。

 ②無形固定資産

  …定額法

   なお、主な耐用年数

は、次のとおりであ

ります。

    自社利用のソフト

ウェア   ５年

 ②無形固定資産

同左

 ②無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

  …債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に債権の回収可能

性を検討した結果の

回収不能見込額を計

上しております。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

  …当社は従業員の賞与

の支給に備えるた

め、支給見込額基準

により計上しており

ます。

 ②賞与引当金

同左

 ②賞与引当金

同左

 ③ ──────  ③役員賞与引当金

  …当社役員の賞与の支

給に備えるため、当

連結会計年度におけ

る支給見込み額に基

づき、当中間連結会

計期間負担額を計上

しております。

 ③役員賞与引当金

  …当社役員の賞与の支

給に備えるため、支

給見込み額に基づき

計上しております。



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(追加情報)

 役員賞与の支給見込み額

につき、これまで連結会計

年度の収益状況に基づき引

当金を算定、計上しており

ましたが、当中間連結会計

期間より、中間連結会計期

間における収益状況及び下

期業績見通しを勘案し、役

員賞与引当金を計上するこ

とといたしました。

(会計方針の変更)

 当連結会計年度より、

「役員賞与に関する会計基

準」 (企業会計基準第４号 

平成17年11月29日)を適用

しております。 

これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ75,000

千円減少しております。

 ④退職給付引当金

  …当社は従業員の退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

の見込額に基づき、

当中間連結会計期間

末において発生して

いると認められる額

を計上しておりま

す。

   数理計算上の差異に

ついては翌連結会計

年度において一括処

理することとし、当

中間連結会計期間に

おいてその２分の１

を計上しておりま

す。

 ④退職給付引当金

同左

 ④退職給付引当金

  …当社は従業員の退職

給付に備えるため、

当連結会計年度末に

おける退職給付債務

の見込額に基づき、

当連結会計年度末に

おいて発生している

と認められる額を計

上しております。

   数理計算上の差異に

ついては翌連結会計

年度において一括処

理することとしてお

ります。

 ⑤役員退職慰労引当金  ⑤ ──────  ⑤役員退職慰労引当金

  

 (追加情報) 

 当社は平成18年6月28日の

定時株主総会において役員

退職慰労金制度の廃止及び

それに伴う打切り支給を決

議いたしました。これによ

り、役員退職慰労金の金額

が確定したため、表示科目

を「役員退職慰労引当金」

から固定負債の「その他」

へ変更しております。

 (追加情報) 

 当社は平成18年6月28日の

定時株主総会において役員

退職慰労金制度の廃止及び

それに伴う打切り支給を決

議いたしました。これによ

り、役員退職慰労金の金額

が確定したため、表示科目

を「役員退職慰労引当金」

から固定負債の「その他」

へ変更しております。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

  消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

同左

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金及び随時引き出し

可能な預金からなっており

ます。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金及び随時引き出し可能

な預金からなっておりま

す。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準）

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第5号 平

成17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号 平成17年12月9日）を適用

しております。

──────  当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しておりま

す。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は13,321,525千円で

あります。

 なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は14,448,677千円であり

ます。

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

 当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財

務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しておりま

す。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,755,988千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,366,853千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,578,093千円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のとお

りです。

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のとお

りです。

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のとお

りです。

  (1) 担保に供している資産

内訳 金額(千円)

投資有価証券 89,900

  (1) 担保に供している資産

内訳 金額(千円)

投資有価証券 94,240

  (1) 担保に供している資産

内訳 金額(千円)

投資有価証券 98,270

 

  (2) 上記に対応する債務

内訳 金額(千円)

支払手形及び
買掛金

974,362

   
 

  (2) 上記に対応する債務

内訳 金額(千円)

支払手形及び
買掛金

834,182

  

  (2) 上記に対応する債務

内訳 金額(千円)

支払手形及び
買掛金

1,041,574

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３ 消費税等の取扱い

同左

   

―――――――

※４ ※４ ※４

中間連結会計期間末日満期手形の 中間連結会計期間末日満期手形の  当連結会計年度末日満期手形の  

会計処理については、手形交換日 会計処理については、手形交換日  会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 をもって決済処理しております。  をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日が、 なお、当中間連結会計期間末日が、  なお、当連結会計年度末日が、

金融機関の休日であったため、次 金融機関の休日であったため、次  金融機関の休日であったため、次

の中間連結会計期間末日満期手形 の中間連結会計期間末日満期手形  の当連結会計年度末日満期手形

が、中間連結会計期間末残高に含 が、中間連結会計期間末残高に含  が、当連結会計年度末残高に含

まれております。 まれております。  まれております。

 

 受取手形     574,536千円  受取手形      473,118千円  受取手形      633,573千円

  支払手形     731,687千円   支払手形     582,560千円   支払手形     738,716千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ※１ 固定資産売却益の内訳
 建物        19,215千円

 ※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳
建物       19,215千円 土地       36,507千円
土地     1,556,613千円
 計      1,575,828千円

 

 ※２ 固定資産除却損の内訳

内訳 金額
建物及び構
築物

4,897 千円

その他 1,413 千円

撤去費用 392 千円

計 6,703 千円
 

 ※２ 固定資産除却損の内訳

内訳 金額
建物及び構
築物

284 千円

その他 601 千円

撤去費用 1,104 千円

計 1,990 千円

   

※２ 固定資産除却損の内訳

内訳 金額
建物及び構
築物

10,946 千円

その他 2,737 千円

撤去費用 8,252 千円

計 21,936 千円

 ※３ 固定資産売却損の内訳
  土地        37,259千円

 ※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の内訳
建物       69,820千円  建物        6,433千円

  構築物        409千円
  機械装置      4,025千円
  工具器具備品     419千円
 計        11,288千円

土地       125,008千円
計        194,829千円

 ※４ 減損損失 ※４ 減損損失

 当企業集団は、当中間連結会計期間
―――――――

 
当企業集団は、当連結会計年度

 において以下のとおり減損損失を    において以下のとおり減損損失を

 計上いたしました。    計上いたしました。

 （1）減損損失を認識した資産 (1) 減損損失を認識した資産

 

用途 種類 場所

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都世田
谷区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都墨田
区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都町田
市

物流センタ
ー及び営業
所

土地
群馬県前橋
市

 

用途 種類 場所

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都世田
谷区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都墨田
区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都町田
市

物流センタ
ー及び営業
所

土地
群馬県前橋
市

営業所
建物及び土
地

神奈川県横
浜市



次へ 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
（2）減損損失の認識に至った経緯 （2）減損損失の認識に至った経緯
 物流センターの統合を目的として、  物流センターの統合を目的として、

 建設用地の取得を決定し既存物流  建設用地の取得を決定し既存物流

 センターの土地・建物について保  センターの土地・建物について保

 有目的の見直しを行った結果、減  有目的の見直しを行った結果、減

 損損失を認識いたしました。  損損失を認識いたしました。

神奈川県横浜市の土地・建物につ

いては、営業所移転に伴い、保有

目的の見直しを行った結果、減損

損失を認識いたしました。

（3）減損損失の金額 (3) 減損損失の金額

 物流センター(東京都世田谷区)

 建物 50,346 千円

 土地 484,850 千円

  計 535,197 千円

 物流センター(東京都世田谷区)

建物 50,346 千円

土地 484,850 千円

 計 535,197 千円

 物流センター(東京都墨田区) 物流センター(東京都墨田区)

 

 建物 16,414 千円

 土地 169,426 千円

  計 185,840 千円

 物流センター(東京都町田市)

 

 

建物 16,414 千円

土地 169,426 千円

 計 185,840 千円

物流センター(東京都町田市)

 

 建物 47,529 千円

 土地 218,361 千円

  計 265,891 千円
 

建物 47,529 千円

土地 218,361 千円

 計 265,891 千円

 物流センター及び営業所
 (群馬県前橋市)

物流センター及び営業所 
 (群馬県前橋市)

 

 

    土地 67,439 千円

 合計

 建物 114,290 千円

 土地 940,078 千円

 合計 1,054,369 千円

   

 

 

  土地 67,439 千円

営業所(神奈川県横浜市)

建物 24,345 千円

土地 18,473 千円

 計 42,819 千円

合計

建物 138,636 千円

土地 958,551 千円

合計 1,097,188 千円

（4）資産のグルーピングの方法
 管理会計上の事業毎又は物件・店 
 舗毎に資産のグルーピングを行っ 
 ております。
（5)回収可能額の算定方法 
 それぞれの土地・建物の正味売却 
 価額により測定しており、鑑定評 
 価額に基づき算定しております。

(4) 資産のグルーピングの方法
管理会計上の事業毎又は物件・店 

 舗毎に資産のグルーピングを行っ 
 ております。
（5)回収可能額の算定方法 
 それぞれの土地・建物の正味売却 
 価額により測定しており、鑑定評 
 価額に基づき算定しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(自己株式の変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加      80株 

  

     減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   新株予約権の行使による減少       32,000株 
  

  
  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

  

前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 発行済株式

     普通株式(株) 15,152,600 ― ― 15,152,600

 自己株式

  普通株式(株) 749,400 80 32,000 717,480

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年6月28日 
定時株主総会

普通株式 216,048 15 平成18月3月31日 平成18年6月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月23日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 115,480 8 平成18年9月30日 平成18年12月8日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(自己株式の変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加             90株 

  

     減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   新株予約権の行使による減少          112,000株 
  

  

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

 発行済株式

     普通株式(株) 15,152,600 ― ― 15,152,600

 自己株式

  普通株式(株) 647,450 90 112,000 535,540

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年5月30日 
取締役会

普通株式 304,566 21 平成19月3月31日 平成19年6月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月12日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 146,170 10 平成19年9月30日 平成19年12月7日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(自己株式の変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加            110株 

  

     減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   新株予約権の行使による減少          102,000株 

   単元未満株式の売渡しによる減少           60株 

  

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と 

なるもの 

 
  

前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

 発行済株式

     普通株式(株) 15,152,600 ― ― 15,152,600

 自己株式

  普通株式(株) 749,400 110 102,060 647,450

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年6月28日 
定時株主総会

普通株式 216,048 15 平成18年3月31日 平成18年6月28日

平成18年10月23日 
取締役会

普通株式 115,480 8 平成18月9月30日 平成18年12月8日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年5月30日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 304,566 21 平成19年3月31日 平成19年6月28日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の中間連結

会計期間末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額

との関係

(平成18年９月30日)

現金及び 
預金勘定

3,713,074千円

現金及び 
現金同等物

3,713,074千円

 

１ 現金及び現金同等物の中間連結

会計期間末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額

との関係

(平成19年９月30日)

現金及び 
預金勘定

3,266,439千円

現金及び 
現金同等物

3,266,439千円

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び
預金勘定

4,277,489千円

現金及び
現金同等物

4,277,489千円



(リース取引関係) 
  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の

所有権が借主に

移転すると認め

られるもの以外

のファイナン

ス・リース取引

 (借手)

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間連結会計

期間末残高相当額

 (借手)

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間連結会計

期間末残高相当額

 (借手)

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額

 

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

中間期末
残高相当
額

(千円) (千円) (千円)

有形固定資
産の「その
他」( 工 具
器具備品）

131,699 36,539 95,160

無形固定資
産

5,994 1,898 4,095

中間期末残
高相当額

137,693 38,437 99,255

なお、取得価額相当額は、有
形固定資産の中間連結会計期
間末残高等に占める未経過リ
ース料中間連結会計期間末残
高の割合が低いため、「支払
利子込み法」により算定して
おります。

 

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

中間期末
残高相当
額

(千円) (千円) (千円)

有形固定資
産の「その
他」( 工 具
器具備品）

155,076 68,674 86,401

無形固定資
産

5,994 3,096 2,897

中間期末残
高相当額

161,070 71,771 89,299

同左  

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

期末残高
相当額

(千円) (千円) (千円)

有形固定資
産の「その
他」（工具
器具備品）

142,841 51,068 91,773

無形固定資
産

5,994 2,497 3,496

期末残高相
当額

148,835 53,565 95,270

なお、取得価額相当額は、有
形固定資産の期末残高等に占
める未経過リース料期末残高
の割合が低いため、「支払利
子込み法」により算定してお
ります。

② 未経過リース料中間連

結会計期間末残高相当額

１年内 28,678千円

１年超 70,577千円

合計 99,255千円

② 未経過リース料中間連

結会計期間末残高相当額

１年内 29,845千円

１年超 59,453千円

合計 89,299千円

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 30,160千円

１年超 65,109千円

合計 95,270千円

なお、未経過リース料中間

連結会計期間末残高相当額

は、有形固定資産の中間連

結会計期間末残高等に占め

るその割合が低いため、

「支払利子込み法」により

算定しております。

同左 なお、未経過リース料期末

残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるそ

の割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額
支払 
リース料

12,698千円

減価償却費
相当額

12,698千円

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額
支払
リース料

16,080千円

減価償却費
相当額

16,080千円

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額
支払
リース料

27,889千円

減価償却費 
相当額

27,889千円

④ 減価償却費相当額の算

出方法

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。
（減損損失）
リース資産に配分された減損
損失はありません。

④ 減価償却費相当額の算

出方法

     同左

──────

④ 減価償却費相当額の算

出方法

同左

(減損損失)
リース資産に配分された減損
損失はありません。

２ オペレーティ

ング・リース取

引

 

 (借手)

 未経過リース料

１年内 3,075千円

１年超 1,443千円

合計 4,518千円
 

 (借手)

 未経過リース料

１年内 6,454千円

１年超 7,389千円

合計 13,844千円
 

 (借手)

 未経過リース料

１年内 7,290千円

１年超 12,198千円

合計 19,489千円



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
（注）その他有価証券で時価のある株式について、当中間連結会計期間において345千円の減損処理を行っており、 
   前連結会計年度において307千円の減損処理を行っております。 

  
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自

平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成

19年３月31日)において、当企業集団はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項

はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

  前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  該当事項はありません。 

  

  当中間連結会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

  該当事項はありません。 

  

区分
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

その他有価証券
取得原価 
(千円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価 
(千円)

中間連結 
貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価 
(千円)

連結 
貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

株式 183,244 375,728 192,484 192,169 356,538 164,368 188,943 379,559 190,616

内容
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

その他有価証券
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式       8,200 12,700 8,200

 投資事業組合出資 556 556 556

 合計 8,756 13,256 8,756



前へ 

  前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

 1.当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

 
(注)株式数に換算して記載しております。 

  

  

  

  

  

  

  

平成14年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社並びに当社子会社の取締役       10名

当社並びに当社子会社の従業員       423名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式 608,000株

付与日 平成14年7月29日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成16年７月１日から平成19年６月30日

権利行使価格(円)                     398



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当企業集団は、FA機器、情報・通信機器、電子・デバイス機器、電設資材等の販売を主としており、製

品の種類・性質、販売市場等の類似性から判断して、単一事業と考えられるため、事業の種類別セグメン

ト情報は記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度における全セグメントの売上高の合

計額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度における海外売上高は、いずれも連

結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の 

 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 922円86銭 1,000円11銭 996円11銭

１株当たり中間(当期) 
純利益

― 30円18銭 80円99銭

１株当たり中間純損失 2円75銭 ─ ─

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益

─ 30円09銭 80円57銭

 なお、潜在株式調整後１
 株当たり中間純利益につ
 いては、潜在株式は存在
 するものの１株当たり中
 間純損失であるため記載
 しておりません。

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

 １株当たり当期純利益

 中間(当期)純利益(千円) ― 439,784 1,169,597

 中間純損失(千円) 39,663 ─ ─

 普通株主に帰属しない 
 金額(千円)

― ─ ─

 普通株式にかかる中間 
 (当期)純利益(千円)

― 439,784 1,169,597

 普通株式にかかる中間 
 純損失(千円)

39,663 ─ ─

 普通株式の期中平均株式数(株) 14,421,177 14,573,215 14,441,551

 潜在株式調整後１株当たり 
 当期純利益

 中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

 普通株式増加数(株) ― 42,018 75,723

 潜在株式調整後１株当たり 
 中間(当期)純利益の算定に 
 用いられた普通株式増加数 
 の主な内訳(株)

 新株予約権 ― 42,018 75,723

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益の算定に含まれ
なかった潜在株式の概要

―――――― ―――――― ――――――



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当社は資産の効率化を目的として、

保有する下記不動産の売却を取締役

会において決議し、平成18年9月28

日に不動産売買契約を締結いたしま

した。 

物件の引渡しは平成18年11月28日に

完了し、これに伴い発生した固定資

産売却損益等は下記の通りでありま

す。 

(1)譲渡資産 

所在地 東京都千代田区 

面積  土地  231.08㎡ 

    建物 1,075.23㎡ 

(2)固定資産売却益 

 土地  1,556,613千円 

(3)固定資産売却損 

 建物    69,820千円

    該当事項はありません。 同左        



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,634,391 3,168,024 4,175,624

 ２ 受取手形 ※５ 6,125,498 5,614,073 6,230,683

 ３ 売掛金 6,755,492 6,380,773 7,073,307

 ４ たな卸資産 1,265,337 1,250,233 1,384,606

 ５ 繰延税金資産 155,183 124,270 188,339

 ６ その他 388,382 178,098 630,104

 ７ 貸倒引当金 △7,738 △3,600 △2,662

   流動資産合計 18,316,548 72.4 16,711,873 69.3 19,680,004 74.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 868,146 683,663 755,492

  (2) 土地 4,182,958 5,229,318 4,026,124

  (3) その他 47,988 43,369 53,615

   有形固定資産合計 5,099,093 20.2 5,956,351 24.7 4,835,232 18.3

 ２ 無形固定資産 156,941 0.6 181,815 0.7 185,794 0.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 繰延税金資産 858,915 578,989 796,813

  (2) その他 ※２ 1,055,160 907,649 1,092,832

  (3) 貸倒引当金 △199,930 △209,944 △212,832

    投資その他の 
    資産合計

1,714,145 6.8 1,276,694 5.3 1,676,813 6.4

    固定資産合計 6,970,179 27.6 7,414,860 30.7 6,697,840 25.4

    資産合計 25,286,728 100.0 24,126,734 100.0 26,377,844 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※
２

3,455,683 2,966,065 3,343,448
５

 ２ 買掛金 ※２ 3,311,182 2,934,883 3,690,595

 ３ 短期借入金 950,000 900,000 450,000

 ４ 1年内償還予定社債 100,000 ─ ─

 ５ 未払法人税等 331,024 79,759 903,297

 ６ 賞与引当金 204,365 175,976 191,364

 ７ 役員賞与引当金 ─ 30,000 75,000

 ８ その他 ※３ 596,039 374,401 434,909

   流動負債合計 8,948,294 35.4 7,461,085 31.0 9,088,614 34.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 1,837,500 937,500 1,662,500

 ２ 退職給付引当金 1,016,548 1,016,990 1,025,444

 ３ その他 156,343 151,924 152,130

   固定負債合計 3,010,391 11.9 2,106,414 8.7 2,840,075 10.8

   負債合計 11,958,686 47.3 9,567,500 39.7 11,928,690 45.2



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,819,230 7.2 1,819,230 7.5 1,819,230 6.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,527,493 1,527,493 1,527,493

  (2) その他資本剰余金 7,860 5,114 6,823

   資本剰余金合計 1,535,354 6.1 1,532,607 6.3 1,534,317 5.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 281,371 281,371 281,371

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 7,895,000 7,895,000 7,895,000

    固定資産圧縮 
    積立金

─ 92,879 92,879

    繰越利益剰余金 1,979,008 3,060,893 2,980,469

   利益剰余金合計 10,155,380 40.2 11,330,144 47.0 11,249,720 42.7

 ４ 自己株式 △296,450 △1.2 △221,320 △0.9 △267,529 △1.0

   株主資本合計 13,213,513 52.3 14,460,661 59.9 14,335,737 54.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

114,528 98,572 113,416

   評価・換算差額等 
   合計

114,528 0.4 98,572 0.4 113,416 0.4

   純資産合計 13,328,041 52.7 14,559,233 60.3 14,449,154 54.8

   負債純資産合計 25,286,728 100.0 24,126,734 100.0 26,377,844 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 22,024,878 100.0 20,318,151 100.0 44,017,357 100.0

Ⅱ 売上原価 18,612,497 84.5 17,147,476 84.4 37,163,206 84.4

   売上総利益 3,412,380 15.5 3,170,675 15.6 6,854,150 15.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,564,657 11.6 2,489,269 12.2 5,299,822 12.1

   営業利益 847,723 3.9 681,405 3.4 1,554,328 3.5

Ⅳ 営業外収益 ※２ 163,677 0.7 150,475 0.7 326,177 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※３ 51,199 0.2 53,088 0.3 104,213 0.2

   経常利益 960,200 4.4 778,792 3.8 1,776,292 4.0

Ⅵ 特別利益 ※４ 19,357 0.1 42,727 0.2 1,580,880 3.6

Ⅶ 特別損失 ※
５

1,098,331 5.0 72,419 0.3 1,315,983 3.0
６

   税引前中間(当期) 
   純利益

― ― 749,101 3.7 2,041,189 4.6

   税引前中間純損失  118,773  △0.5 ─ ─ ─ ─

   法人税、住民税 
   及び事業税

303,918 70,814 1,224,358

   法人税等調整額 △385,903 △81,985 △0.3 293,296 364,111 1.8 △356,202 868,156 1.9

   中間(当期)純利益 ― ― 384,989 1.9 1,173,033 2.7

   中間純損失 36,787  △0.2 ─ ─ ─ ─



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,527,493 8,345 1,535,839

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注)

 役員賞与(注)

 中間純損失

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △484 △484

 株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
― ― △484 △484

平成18年９月30日残高(千円) 1,819,230 1,527,493 7,860 1,535,354

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 281,371 7,895,000 2,252,344 10,428,716 △309,612 13,474,172

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △216,048 △216,048 △216,048

 役員賞与(注) △20,500 △20,500 △20,500

 中間純損失 36,787 36,787 36,787

 自己株式の取得 △59 △59

 自己株式の処分 13,220 12,736

 株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
― ― △273,335 △273,335 13,161 △260,659

平成18年９月30日残高(千円) 281,371 7,895,000 1,979,008 10,155,380 △296,450 13,213,513



  

 
(注)平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 139,670 139,670 13,613,842

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △216,048

 役員賞与(注) △20,500

 中間純損失 36,787

 自己株式の取得 △59

 自己株式の処分 12,736

 株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額(純額)
△25,142 △25,142 △25,142

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
△25,142 △25,142 △285,801

平成18年９月30日残高(千円) 114,528 114,528 13,328,041

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,527,493 6,823 1,534,317

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △1,709 △1,709

 株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
─ ─ △1,709 △1,709

平成19年９月30日残高(千円) 1,819,230 1,527,493 5,114 1,532,607



  

 
  

 

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計別途積立金
固定資産圧縮

積立金

繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 281,371 7,895,000 92,879 2,980,469 11,249,720 △267,529 14,335,737

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △304,566 △304,566 △304,566

 中間純利益 384,989 384,989 384,989

 自己株式の取得 △76 △76

 自己株式の処分 46,285 44,576

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
─ ─ ─ 80,423 80,423 46,209 124,923

平成19年９月30日残高(千円) 281,371 7,895,000 92,879 3,060,893 11,330,144 △221,320 14,460,661

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 113,416 113,416 14,449,154

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △304,566

 中間純利益 384,989

 自己株式の取得 △76

 自己株式の処分 44,576

 株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額(純額)
△14,844 △14,844 △14,844

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
△14,844 △14,844 110,079

平成19年９月30日残高(千円) 98,572 98,572 14,559,233
  



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,527,493 8,345 1,535,839

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)

 剰余金の配当 

 固定資産圧縮積立金の積立

 役員賞与 (注)

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 △1,521 △1,521

 株主資本以外の項目の事業年度 

 中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 

(千円)
─ ─ △1,521 △1,521

平成19年３月31日残高(千円) 1,819,230 1,527,493 6,823 1,534,317

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計別途積立金
固定資産圧縮

積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 281,371 7,895,000 ─ 2,252,344 10,428,716 △309,612 13,474,172

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △216,048 △216,048 △216,048

 剰余金の配当  △115,480 △115,480 △115,480

 固定資産圧縮積立金の積立 92,879 △92,879 ─ ─

 役員賞与 (注) △20,500 △20,500 △20,500

 当期純利益 1,173,033 1,173,033 1,173,033

 自己株式の取得 △85 △85

 自己株式の処分 42,168 40,646

 株主資本以外の項目の事業 

 年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 

(千円)
─ ─ 92,879 728,124 821,004 42,082 861,565

平成19年３月31日残高(千円) 281,371 7,895,000 92,879 2,980,469 11,249,720 △267,529 14,335,737



  

 
(注)平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 139,670 139,670 13,613,842

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △216,048

 剰余金の配当  △115,480

 固定資産圧縮積立金の積立 ─

 役員賞与 (注) △20,500

 当期純利益 1,173,033

 自己株式の取得 △85

 自己株式の処分 40,646

 株主資本以外の項目の事業年度 

 中の変動額(純額)
△26,253 △26,253 △26,253

事業年度中の変動額合計 

(千円)
△26,253 △26,253 835,311

平成19年３月31日残高(千円) 113,416 113,416 14,449,154



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

 ①子会社株式

  移動平均法による原価

法

(1) 有価証券

 ①子会社株式

同左

(1) 有価証券

 ①子会社株式

同左

 ②その他有価証券

  時価のあるもの

     当中間会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法

    (評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

 ②その他有価証券

  時価のあるもの 

      同左

 ②その他有価証券

  時価のあるもの

    当期末日の市場価

格等に基づく時価法

    (評価差額は、全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

  時価のないもの

    移動平均法による

原価法

 

  時価のないもの

同左

   

  時価のないもの

同左

  

(2) たな卸資産

 商品

  在庫品

   電線：移動平均法に

よる低価法

   その他：移動平均法

による原価

法

   引当品…個別法による

原価法

 貯蔵品…最終仕入原価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては定額法によって

おります。

  なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 10年～50年

構築物 10年～45年

(有形固定資産「その

他」)

工具器具 
備品

5年～15年

(有形固定資産「その

他」)  

(1) 有形固定資産

同左

  なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 15年～50年

構築物 15年～45年

(有形固定資産「その

他」)

工具器具
備品

5年～15年

(有形固定資産「その

他」)
 

(1) 有形固定資産

同左

  なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 15年～50年

構築物 15年～45年

(有形固定資産「その

他」)

工具器具 
備品

5年～15年

(有形固定資産「その

他」)



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(会計方針の変更)
 法人税法の改正に伴い、
当中間会計期間より、平成
19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産について、
改正後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更して
おります。 
 当該変更が損益に与える
影響は軽微であります。

(追加情報)
 法人税法の改正に伴い、
平成19年３月31日以前に取
得した有形固定資産につい
ては、改正前の法人税法に
基づく減価償却の方法の適
用により取得価額の５％に
到達した事業年度の翌事業
年度より、取得価額の５％
相当額と備忘価額との差額
を５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計
上しております。 
 当該変更が損益に与える
影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産
  定額法
  なお、主な耐用年数は
次のとおりであります。

    自社利用のソフト 
ウェア       ５年

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
  債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個
別に債権の回収可能性を
検討し、回収不能見込額
を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金
  従業員の賞与の支給に
備えるため、支給見込額
基準により計上しており
ます。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
同左

(3)  ────── (3) 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備え

るため、当事業年度におけ
る支給見込み額に基づき、
当中間会計期間負担額を計
上しております。

(追加情報)
役員賞与の支給見込み額

につき、これまで事業年度
の収益状況に基づき引当金
を算定、計上しておりまし
たが、当中間会計期間よ
り、中間会計期間における
収益状況及び下期業績見通
しを勘案し、役員賞与引当
金を計上することといたし
ました。

(3) 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備え

るため、支給見込み額に基
づき計上しております。

(会計方針の変更)
当事業年度より、「役員

賞与に関する会計基準」
(企業会計基準第４号 平成
17年11月29日)を適用して
おります。 
 これにより営業利益、経
常利益及び税引前当期純利
益は、それぞれ75,000千円
減少しております。



  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 退職給付引当金
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務の
見込額に基づき、当中間
会計期間末において発生
していると認められる額
を計上しております。

  数理計算上の差異につ
いては発生年度の翌期に
おいて一括処理すること
としており、当中間会計
期間においてはその２分
の１を計上しておりま
す。

(4) 退職給付引当金
同左

(4) 退職給付引当金
  従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務の
見込額に基づき、当事業
年度末において発生して
いると認められる額を計
上しております。

  数理計算上の差異につ
いては翌期において一括
処理することとしており
ます。

(5) 役員退職慰労引当金 (5)  ────── (5) 役員退職慰労引当金

(追加情報) (追加情報)
当社は平成18年6月28日の 当社は平成18年6月28日の
定時株主総会において役 定時株主総会において役
員退職慰労金制度の廃止 員退職慰労金制度の廃止
及びそれに伴う打切り支 及びそれに伴う打切り支
給を決議いたしました。 給を決議いたしました。
これにより、役員退職慰 これにより、役員退職慰
労金の金額が確定したた 労金の金額が確定したた
め、表示科目を「役員退 め、表示科目を「役員退
職慰労引当金」から固定 職慰労引当金」から固定
負債の「その他」へ変更 負債の「その他」へ変更
しております。 しております。

４ リース取引の処理
方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

同左 同左

５ その他中間財務諸
表作成のための基
本となる重要な事
項

消費税等の会計処理は、 
税抜方式によっておりま
す。

同左 同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（自 平成18年４月１日 （自 平成19年４月１日 （自 平成18年４月１日

  至 平成18年９月30日）   至 平成19年９月30日）  至 平成19年３月31日）

(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準)
      

──────
(貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準)

      
 当中間会計期間より、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」(企業会計基準第5号 平成17
年12月９日)及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」(企業会計基準適用指針第
８号 平成17年12月９日)を適用して
おります。

当事業年度より、「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準第5号 平成17年
12月９日)及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適
用指針」(企業会計基準適用指針第８
号 平成17年12月９日)を適用してお
ります。

 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は13,328,041千円で
あります。

なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は14,449,154千円で
あります。

 中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間財
務諸表は、改正後の中間財務諸表等
規則により作成しております。 

当事業年度における貸借対照表の
純資産の部については、財務諸表等
規則の改正に伴い、改正後の財務諸
表等規則により作成しております。 



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,747,936千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,357,423千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,569,262千円

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりです。

  (1) 担保に供している資産

内訳 金額(千円)

投資有価証券 89,900

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりです。

  (1) 担保に供している資産

内訳 金額(千円)

投資有価証券 94,240

 

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりです。

  (1) 担保に供している資産

内訳 金額(千円)

投資有価証券 98,270

 

  (2) 上記に対応する債務

内訳 金額(千円)

支払手形 89,598

買掛金 884,763

計 974,362
 

  (2) 上記に対応する債務

内訳 金額(千円)

支払手形 66,537

買掛金 767,644

計 834,182

  (2) 上記に対応する債務

内訳 金額(千円)

支払手形 86,077

買掛金 955,496

計 1,041,574

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※３ 消費税等の取扱い

同左

         

――――――――

───────

 ４ 保証債務

 関係会社の金融機関からの借入債
務に対して、次のとおり債務保証を
行っております。

斯咨電貿易(上海)有限公司 
           9,216千円
(SUZUDEN TRADING (SHANCHAI)
 CO.,LTD)     (600千人民元) 
           
 なお、同社への保証の元本限度額
は、38,400千円(2,500千人民元)で
あります。

 ４ 保証債務

関係会社の金融機関からの借入債
務に対して、次のとおり債務保証を
行っております。

斯咨電貿易(上海)有限公司  
           9,156千円
(SUZUDEN TRADING (SHANCHAI) 
 CO.,LTD)     (600千人民元) 
           
 なお、同社への保証の元本限度額
は、38,150千円(2,500千人民元)で
あります。

※５  中間会計期間末日満期手形 ※５  中間会計期間末日満期手形 ※５ 当事業年度末日満期手形

の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理して
おります。

の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理して
おります。

の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理して
おります。

 なお、当中間会計期間末日
が、金融機関の休日であった
ため、次の中間会計期間末日
満期手形が、中間会計期間末
残高に含まれております。

 なお、当中間会計期間末日
が、金融機関の休日であった
ため、次の中間会計期間末日
満期手形が、中間会計期間末
残高に含まれております。

なお、当事業年度末日が、
金融期関の休日であったた
め、次の当事業年度末日満期
手形が、当事業年度末残高に
含まれております。

 

受取手形    574,536千円 受取手形    473,118千円 受取手形    633,573千円

支払手形      731,687千円 支払手形      582,560千円 支払手形      738,716千円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 １ 減価償却実施額の内訳は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

有形固定資産 32,914

無形固定資産 4,409

  

 １ 減価償却実施額の内訳は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

有形固定資産 26,029

無形固定資産 8,553
 

 １ 減価償却実施額の内訳は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

有形固定資産 63,560

無形固定資産 12,786

 

※２ 営業外収益の主要項目は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

受取利息 2,220

仕入割引 150,851

受取手数料 1,119
 

※２ 営業外収益の主要項目は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

受取利息 2,938

仕入割引 135,896

受取手数料 941

  

※２ 営業外収益の主要項目は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

受取利息 6,126

仕入割引 300,445

受取手数料 1,994

 

※３ 営業外費用の主要項目は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

支払利息 13,839

売上割引 13,986

売上債権譲渡
損

16,492

  

※３ 営業外費用の主要項目は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

支払利息 13,350

売上割引 15,674

売上債権譲渡
損

21,187

 

※３ 営業外費用の主要項目は次の

とおりです。

内訳 金額(千円)

支払利息 26,550

売上割引 33,264

売上債権譲渡
損

33,720

 

 

※４ 特別利益の主要項目は次のと

おりです。

内訳 金額(千円)

固定資産売却
益

建物 19,215

──────

 

 

※４ 特別利益の主要項目は次のと

おりです。

内訳 金額(千円)

固定資産売却
益

土地 36,507

内訳 金額(千円)

貸倒引当金戻
入益

1,950

 

 

※４ 特別利益の主要項目は次のと

おりです。

内訳 金額(千円)

固定資産売却
益

建物 19,215

土地 1,556,613

計 1,575,828

──────



次へ 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※５ 特別損失の主要項目は次のと

おりです。

※５ 特別損失の主要項目は次のと

おりです。

※５ 特別損失の主要項目は次のと

おりです。

 

──────

 

内訳 金額(千円)

固定資産除却
損

建物 284

工具器具備品 427

車両運搬具 174

撤去費用 1,104

計 1,990

 

内訳 金額(千円)

固定資産除却
損

建物 10,865

構築物 81

工具器具備品 2,737

撤去費用 8,252

計 21,936

 

 

内訳 金額(千円)

固定資産売却
損

土地 37,259

  

──────

 

 

内訳 金額(千円)

固定資産売却
損

建物 6,433

構築物 409

機械装置 4,025

工具器具備品 419

計 11,288

  

内訳 金額(千円)

関係会社出資
金評価損

57,821

 

 

内訳 金額(千円)

固定資産売却
損

建物 69,820

土地 125,008

計 194,829

 

──────



  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 ※６ 減損損失

当社は、当中間会計期間において以
下のとおり減損損失を計上いたしま
した。

（１）減損損失を認識した資産

用途 種類 場所

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都 
世田谷区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都 
墨田区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都 
町田市

物流センタ
ー及び営業
所

土地
群馬県 
前橋市

（２）減損損失の認識に至った 
   経緯
物流センターの統合を目的として、
建設用地の取得を決定し既存物流セ
ンターの土地・建物について保有目
的の見直しを行った結果、減損損失
を認識いたしました。 
 

──────

 

※６ 減損損失

当社は、当事業年度において以下の
とおり減損損失を計上いたしまし
た。 
 
（１）減損損失を認識した資産

用途 種類 場所

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都 
世田谷区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都 
墨田区

物流センタ
ー

建物及び土
地

東京都 
町田市

物流センタ
ー及び営業
所

土地
群馬県 
前橋市

営業所
建物及び土
地

神奈川県 
横浜市

（２）減損損失の認識に至った 
   経緯
物流センターの統合を目的として、
建設用地の取得を決定し既存物流セ
ンターの土地・建物について保有目
的の見直しを行った結果、減損損失
を認識いたしました。 
神奈川県横浜市の土地・建物につい
ては、営業所移転に伴い、保有目的
の見直しを行った結果、減損損失を
認識いたしました。



前へ   次へ 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

 

 （３）減損損失の金額 
  物流センター（東京都世田谷区）

 建物 50,346 千円

 土地 484,850 千円

  計 535,197 千円

 物流センター（東京都墨田区）

 建物 16,414 千円

 土地 169,426 千円

  計 185,840 千円

 物流センター（東京都町田市）

 建物 47,529 千円

 土地 218,361 千円

  計 265,891 千円

 物流センター及び営業所
 （群馬県前橋市） 
   土地     67,439 千円

 

  

 合計

 建物 114,290 千円

 土地 940,078 千円

  計 1,054,369 千円

（４）資産のグルーピングの方法 
 管理会計上の事業毎又は物件・ 
 店舗毎に資産のグルーピングを 
 行っております。

（５）回収可能価額の算定方法 
 それぞれの土地・建物の正味売却 
 価額により測定しており、鑑定評 
 価額に基づき算定しております。

 

 

 

 

 

（３）減損損失の金額 
 物流センター（東京都世田谷区）

建物 50,346 千円

土地 484,850 千円

 計 535,197 千円

物流センター（東京都墨田区）

建物 16,414 千円

土地 169,426 千円

 計 185,840 千円

物流センター（東京都町田市）

建物 47,529 千円

土地 218,361 千円

 計 265,891 千円

物流センター及び営業所
（群馬県前橋市） 

   土地     67,439 千円
営業所（神奈川県横浜市）

建物 24,345 千円

土地 18,473 千円

 計 42,819 千円

合計

建物 138,636 千円

土地 958,551 千円

 計 1,097,188 千円

（４）資産のグルーピングの方法 
 管理会計上の事業毎又は物件・ 
 店舗毎に資産のグルーピングを 
 行っております。

（５）回収可能価額の算定方法 
 それぞれの土地・建物の正味売却 
 価額により測定しており、鑑定評 
 価額に基づき算定しております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(自己株式の変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        80株 

  

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  新株予約権の行使による減少      32,000株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(自己株式の変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        90株 

  
減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  新株予約権の行使による減少      112,000株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(自己株式の変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       110株 

  

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  新株予約権の行使による減少      102,000株 

 単元未満株式の売渡しによる減少          60株 

  

前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 749,400 80 32,000 717,480

前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 647,450 90 112,000 535,540

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 749,400 110 102,060 647,450



(リース取引関係) 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引

 

 (借手)

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

中間期末
残高相当
額

(千円) (千円) (千円)

有形固定資
産の「その
他」( 工 具
器具備品）

131,699 36,539 95,160

無形固定資
産

5,994 1,898 4,095

中間期末残
高相当額

137,693 38,437 99,255

 

 (借手)

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

中間期末
残高相当
額

(千円) (千円) (千円)

有形固定資
産の「その
他」( 工 具
器具備品）

155,076 68,674 86,401

無形固定資
産

5,994 3,096 2,897

中間期末残
高相当額

161,070 71,771 89,299

 

 (借手)

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

期末残高
相当額

(千円) (千円) (千円)

有形固定資
産の「その
他」（工具
器具備品）

142,841 51,068 91,773

無形固定資
産

5,994 2,497 3,496

期末残高相
当額

148,835 53,565 95,270

  なお、取得価額相当額

は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める

未経過リース料中間期

末残高の割合が低いた

め、「支 払 利 子 込 み

法」により算定してお

ります。

同左   なお、取得価額相当額

は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経

過リース料期末残高の

割合が低いため、「支

払利子込み法」により

算定しております。

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 28,678千円

１年超 70,577千円

合計 99,255千円

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 29,845千円

１年超 59,453千円

合計 89,299千円

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 30,160千円

１年超 65,109千円

合計 95,270千円

  なお、未経過リース料

中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める

その割合が低いため、

「支払利子込み法」に

より算定しておりま

す。

同左   なお、未経過リース料

期末残高相当額は、有

形固定資産の期末残高

等に占めるその割合が

低いため、「支払利子

込み法」により算定し

ております。  



  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額

支払
リース料

12,698千円

減価償却 
費相当額

12,698千円

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額

支払
リース料

16,080千円

減価償却
費相当額

16,080千円

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額

支払
リース料

27,889千円

減価償却 
費相当額

27,889千円

④ 減価償却費相当額の算

定方法

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。

（減損損失） 

リース資産に配分された減

損損失はありません。

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左

       ─────

④ 減価償却費相当額の算

定方法

同左

（減損損失） 

リース資産に配分された減

損損失はありません。

オペレーティング・リ

ース取引

 (借手)

 未経過リース料

１年内 3,075千円

１年超 1,443千円

合計 4,518千円

 (借手)

 未経過リース料

１年内 2,654千円

１年超 4,835千円

合計 7,489千円

 (借手)

 未経過リース料

１年内 2,952千円

１年超 6,078千円

合計 9,030千円



前へ 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当社は資産の効率化を目的として、

保有する下記不動産の売却を取締役

会において決議し、平成18年9月28

日に不動産売買契約を締結いたしま

した。物件の引渡しは平成18年11月

28日に完了し、これに伴い発生する

固定資産売却損益等は下記の通りで

あります。 

  

(1)譲渡資産 

所在地 東京都千代田区 

面積   土地  231.08㎡ 

     建物 1,075.23㎡ 

(2)固定資産売却益 

 土地  1,556,613千円 

(3)固定資産売却損 

 建物   69,820千円

  該当事項はありません。 同左



(2) 【その他】 

第56期(平成19年４月１日より平成20年３月31日まで)中間配当については、平成19年11月12日開催の

取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

 ① 中間配当金の総額 146,170千円

 ② １株当たり中間配当金 10円00銭

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月７日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

  

(1) 有価証券報告書の 
訂正報告書

平成14年６月27日に提出いたしました第50期
(自平成13年4月１日 至平成14年３月31日)の
記載事項の一部を訂正するためのものでありま
す。

平成19年５月11日 
関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の 
訂正報告書

平成15年６月27日に提出いたしました第51期
(自平成14年4月１日 至平成15年３月31日)の
記載事項の一部を訂正するためのものでありま
す。

平成19年５月11日 
関東財務局長に提出

(3) 有価証券報告書の 
訂正報告書

平成16年６月29日に提出いたしました第52期
(自平成15年4月１日 至平成16年３月31日)の
記載事項の一部を訂正するためのものでありま
す。

平成19年５月11日 
関東財務局長に提出

(4) 有価証券報告書の 
訂正報告書

平成17年６月28日に提出いたしました第53期
(自平成16年4月１日 至平成17年３月31日)の
記載事項の一部を訂正するためのものでありま
す。

平成19年５月11日 
関東財務局長に提出

(5) 半期報告書の 
訂正報告書

平成17年12月22日に提出いたしました第54期中
(自平成17年4月１日 至平成17年９月30日)の
記載事項の一部を訂正するためのものでありま
す。

平成19年５月11日 
関東財務局長に提出

(6) 有価証券報告書の 
訂正報告書

平成18年６月28日に提出いたしました第54期
(自平成17年4月１日 至平成18年３月31日)の
記載事項の一部を訂正するためのものでありま
す。

平成19年５月11日 
関東財務局長に提出

(7) 半期報告書の 
訂正報告書

平成18年12月22日に提出いたしました第55期中
(自平成18年4月１日 至平成18年９月30日)の
記載事項の一部を訂正するためのものでありま
す。

平成19年５月11日 
関東財務局長に提出

(8) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第55期)

自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日

平成19年６月27日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

スズデン株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているスズデン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。  

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、スズデン株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は不動産売買契約に基づき、東京都千代田区に保有する不

動産の引渡しを平成１８年１１月２８日に完了した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 

平成１８年１２月１５日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田     努  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

スズデン株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているスズデン株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年

度の中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。  

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、スズデン株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 

平成１９年１２月１１日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田     努  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

スズデン株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているスズデン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５５期事業年度の中間

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。  

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、スズデン株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。  

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は不動産売買契約に基づき、東京都千代田区に保有する不

動産の引渡しを平成１８年１１月２８日に完了した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成１８年１２月１５日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田     努  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

スズデン株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているスズデン株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第５６期事

業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。  

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、スズデン株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成１９年１２月１１日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  髙  俊  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田     努  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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